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※ 本業務は、令和 8 年度当初予算成立を前提とした年度開始（予算成立）前からの準備手続き

であり、予算成立後に効力を生じる事業である。したがって、市議会において当初予算案が否決

された場合は、契約を締結しない。また、令和 8 年度当初予算成立後においても、国の交付金の

交付申請等の手続の関係上、契約を延期する場合がある。また、国の交付金の交付決定内容が変

更又は実施の効力を失う場合がある。なお、応募にあたって発生した費用等についても沖縄市が

これを負担することはない。本応募に申し込む場合は、必ず上記の点を了承した上で申し込むこ

と。 

１. 標準型プロポーザル方式（公募）実施の目的 

この要領に定める標準型プロポーザルは、沖縄全島エイサーまつり空間演出業務を委託する

にあたり、広く企画提案を募集し、最も適切な者を当該業務の受注者として選定することを目

的とする。 

 

２. 業務の概要 

（１）業務名 

沖縄全島エイサーまつり空間演出業務 

（２）業務の目的 

沖縄全島エイサーまつりにおける演舞終了後の最終演目に相応しい空間演出を行うこと

で、沖縄全島エイサーまつりが持つ魅力を十分に引き出し、イベント参加者の満足度向上

及び県内外からの観客動員の拡大を図る事を目的とする。 

（３）業務内容 

    ① 打ち上げ花火による空間演出もしくは打ち上げ花火及びその他特殊効果等（ドローン

ショー、レーザーショー、プロジェクションマッピング等）による空間演出 

※ 以下空間演出等と省略する。 

    ② ①に係る設営等（準備及び片づけ含む） 

    ③ ①に係る養生及び安全対策 

④ 業務実施報告 

   ※詳細については、別紙の概要仕様書のとおり 

（４）企画提案を求めるテーマ 

① コンセプトについて 

② 空間演出内容・全体構成について 

③ ②に係る設営方法 

④ ②に係る養生・安全対策 

（５）履行期間 

契約締結日の翌日から令和 8年 11月 30日まで 

（６）担当者の条件 

① 業務実施体制 
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主任担当者を置くこと。主任担当者は、企画提案書提出者の組織に属していること。ま

た、共同企業体の場合は代表者の社員とすること。なお、主任担当者の下に担当者を複数

配置することができる。 

② 同種あるいは類似業務実績 

主任担当者は、本業務と同種の業務又は類似する業務の実績（過去 5 年間）を 1 件以

上有すること。なお、本業務と同種の業務又は類似する業務の定義については、以下の

とおりとする。 

□本 業 務 と 同 種 の 業 務：官公庁発注の空間演出業務 

□本業務と類似する業務：民間企業発注の空間演出業務 

③ その他 

主任担当者は、企画提案書提出者の組織に属していること。 

（７）予算規模 

予算額 11,374,000円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

※予算の上限額であり、必ずしも契約金額と同額ではない。 

プロポーザル選定結果に基づき、市は選定事業者と協議し、企画提案内容を反映した仕

様書を調整のうえ、予算額を上限として契約を締結するものとする。 

（８）契約方法 

    概算契約 

（９）支払条件 

ア. 前金払 無し 

イ. 部分払 無し 

 

３. 担当課 

沖縄市 経済文化部 文化芸能課 エイサー振興係 

〒904‐8501 沖縄県沖縄市仲宗根町 26番 1号 

電話番号 098‐929‐0261 担当 大城 

電子メール bungeia56@city.okinawa.lg.jp 

 

４. プロポーザルへの参加資格 

プロポーザルに参加できる者（提案者となろうとする者）は、県内に主たる事業所を有する

者又は県内に主たる事業所を有する者で構成する共同企業体で、次に掲げる事項を満たす者で

なければならない。 

（１）単体企業として参加する場合 

次の①から④に掲げる事項を全て満たしていることを要件とする。 

① 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 11 第 1 項において準用する

第 167条の 4第 1項又は第 2項に規定する者でないこと。 

② 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）の規定による更生手続開始の申立てをした者

若しくは申立てをなされた者又は民事再生法（平成 11 年法律第 225 号）の規定によ
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る再生手続開始の申立てをした者若しくはなされた者にあっては、当該手続開始の

決定の後に建設工事等競争入札参加資格の再審査取扱要領（平成 15 年 4 月 21 日制

定）により資格の再認定を受けていること。 

③ 参加表明書の提出の日から契約締結までの間において、指名停止の措置を沖縄市か

ら受けていないこと。 

④ 暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成 3 年法律第 77 号）第

2 条第 1 項第 2 号に規定する暴力団をいう。）若しくはその構成員（暴力団の構成団

体の構成員を含む。）及び暴力団若しくはその構成員でなくなった日から 5 年を経

過しない者並びにこれらの統制下にある者でないこと。 

 

（２）共同企業体として参加する場合 

共同企業体を組織して本プロポーザルに参加しようとする場合には、構成者が上記の単

体企業として参加する場合の要件を全て満たしていることを要件とする。 

この場合においては、参加表明書の提出までに共同企業体を組織し、共同企業体の設置

に関する協定書（別紙参照）を参加表明書の提出時に添付するものとする。 

また、共同企業体内での分担割合を定め、代表者の割合は過半以上とすること。 

 

５. 参加表明書及び企画提案書の作成及び提出方法等 

（１） 参加表明書 

① 提出書類 

提出書類 様式等 提出部数等 

参加表明書 様式－1 1部 

履歴事項全部証明書等 法人の場合「登記簿謄本」 

商号登記している個人の場合「商号登記簿謄本」 

商号登記していない個人の場合「身分証明書」 

1部 

滞納のない証明書 【法人の場合】 

「市町村税」「県民税」「法人税」「消費税および地

方消費税」 

【個人の場合】 

「市町村税」「所得税」「消費税および地方消費税」 

各 1部 

財務諸表  1部 

 

② 提出方法 

ア 提出期間 

令和 8年 3月 5日（木）午前 12時 00分から 

令和 8年 3月 16日（月）午後 5時 00分まで 
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（主任担当者の経歴、実績及び地域精通度） 

※持参による場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和

23 年法律第 178 号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前 9時 00分

から午後 5時 00分までとする。 

イ 提出先 

本要領 3に掲げる担当課 

ウ 提出方法 

持参又は送付（いずれの方法でも提出期間内必着とする。） 

 

 

（２）企画提案書 

① 提出書類 

提出書類 様式等 提出部数等 

企画提案書 

様式－2 （企画提案書表紙） 1部 

様式－3 （会社の概要） 

8部 

※様式－7～様式－9  

とは別留め 

様式－4 （会社の業務実績） 

様式－5 （業務実施体制） 

様式－6－1 

様式－6－2 

様式－7 （業務の実施方針等） 8部 

※様式－3～様式－6  

とは別留め 

様式－8 （テーマ別企画提案） 

様式－9 （参考見積書） 

参考資料 

 提出企業パンフレット 
1部 

 ※必要に応じて、追加資料の提出等を求めることがある。 

 

② 提出方法 

ア 提出期間 

令和 8年 3月 5日（木）午前 12時 00分から 

令和 8年 3月 31日（火）午後 5時 00分まで 

※持参による場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和

23 年法律第 178 号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前 9時 00分

から午後 5時 00分までとする。 

イ 提出先 

本要領 3に掲げる担当課 

ウ 提出方法 

持参又は送付（いずれの方法でも提出期限必着とする。） 

（３）企画提案書等作成時の注意事項 

提出される企画提案書等は、A4版とし、文字サイズは 10.5ポイント以上とする。 
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また、参考見積書の作成にあたっては、経済産業省の『委託事業事務処理マニュアル

（令和 3年 1月版）』を参考にすること。 

 

６. 本件に関する質問及びそれに対する回答の方法等 

（１）質問の内容 

本プロポーザルに関する質問は、参加表明書・企画提案書の作成及び提出に必要な事項並

びに業務実施に係る条件に限るものとし、評価及び審査に係る質問並びに参考仕様並びに提

案内容に係る質問は一切受け付けない。 

 

 

（２）質問及び回答の方法 

① 提出書類 

様式－10（質問書） 

② 提出先 

本要領 3に掲げる担当課 

③ 提出方法 

持参、郵送又は電子メール（いずれの方法でも受付期間内必着とする。） 

④ 受付期間 

令和 8年 3月 5日（木）午前 12時 00分から 

令和 8年 3月 16日（月）午後 5時 00分まで 

※持参による場合の受付時間は、土曜日、日曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和

23 年法律第 178 号）に規定する休日（以下「休日」という。）を除く午前 9 時 00

分から午後 5時 00分までとする。 

⑤ 質問に対する回答の方法 

質問に対する回答は、質問を担当課が受理した日から 3 日（休日を含まない。）以内

に参加表明書を提出した全ての者に対して、電子メールにより行う。また、企画提案書

の提出期限まで担当課において閲覧に供する。 

 

７. 企画提案書の評価 

（１）評価項目 

    評価項目は、次表に掲げるとおりとする。 

 

【一次評価】 

評価項目 評価基準 

企業の能力 

企業信頼度 経営規模の妥当性 

業務実績 
当該業務を遂行するために必要な知識・経験（同種・類似業務の実績、

資格及び専門分野の適切性等） 
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【二次評価】 

評価項目 評価基準 

業務の実施方針等 
業務の理解度 業務の目的・内容を十分に理解しているか  

実施工程 実施工程・フローは妥当か 

実施方法 

コンセプト 
沖縄全島エイサーまつりの最後の演目に相応し

いコンセプトか 

演出内容・全体構成 

イベント参加者の満足度向上および県内外から

の観客動員の拡大を図る演出内容・全体構成と

なっているか 

第71回を記念する演出内容となっているか 

又、提案を十分に表現できる機材・花火等が用

意されているか 

空間演出に伴う設営 
空間演出等を十分に発揮させ、かつ、まつりの

運営等の妨げにはならないか 

養生・安全対策 
打上場所および会場内の安全対策は十分に行わ

れているか 

 

（２）評価方法 

一次評価と二次評価の合計点数が最も高かった企画提案書の提出者を最優秀者として決定

する。 

① 一次評価（書類審査） 

一次評価採点基準に基づき書類評価を行い、上位 3 者程度（以下「二次評価対象者」と

いう。）を選定する。審査された結果は、企画提案者全員に通知するものとする。 

② 二次評価（プレゼンテーション） 

企画提案（様式－7、様式－8 並びに様式－9）についてプレゼンテーションを実施する。 

二次評価対象者は、以下の要領でプレゼンテーションを行うこと。 

実施体制 適切な業務を提供できる実施体制（担当者数、担当者の配置、構成等） 

地理的条件 本市に主たる事務所を有しているか 

担当者能力 
業務実績 

地域精通度等 

主任担当者の経験年数、実績、当該業務に関連した資格、学識経験、地

域精通度等 
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ア 実施日時及び場所 

一次評価結果通知に併せて別途通知する。 

イ 実施方法 

・1 者ずつのプレゼンテーションとし、1 者の持ち時間は、説明 20 分、質疑 10 分の計

30分以内とする。 

・追加資料の配付は禁止するが、提出された企画提案書等と同一の図案や写真を用いた

説明用パネル等の使用は可能とする。ただし、市から提出を求められた資料等につい

ては、この限りでない。 

・プレゼンテーションの説明者は原則として予定主任担当者とする。なお、補助も含め

て 3名まで同席することができる。 

・二次評価実施日において欠席をした場合は、最優秀者から除外する。 

 

（３）結果の通知 

審査された結果は、二次対象評価者全員に文書にて通知するものとする。 

 

８. 業務委託契約に関する事項 

（１）見積書を徴する相手先としての特定 

沖縄市は、最優秀者を本業務委託契約に係る随意契約の見積書を徴する相手先として特定

するとともに、業務の詳細内容の協議を実施するものとする。 

ただし、下記のいずれかに該当し、見積書を徴することができない場合及び業務委託契約

が締結できない場合には、見積書を徴する相手先として次点者から再特定するものとする。 

① 最優秀者が、地方自治法施行令第 167条の 4に規定する者に該当することとなったとき。 

② 最優秀者が、沖縄市から業務委託に係る指名停止を受けることとなったとき。 

③ 最優秀者が、特定後に本要領９に掲げる失格条項に該当して失格となったとき。 

④ 最優秀者からの見積書を徴した結果、契約締結ができないとき。 

⑤ 最優秀者が本業務委託契約の締結を辞退したとき。 

（２）業務委託の仕様及び実施条件 

① 本業務委託の仕様については、別紙の概要仕様書に定めるほか、企画提案書に記載さ

れた内容を尊重し、発注者、受注者協議の上定めるものとする。 

② 本業務委託の仕様決定にあたり、最優秀者に対し業務の具体的な実施手法の提案等を

依頼することがある。 

③ 業務の一部再委託は、企画提案書にその旨の記載がある場合に限り認めるものとする。 

④ 企画提案書に記載した主任担当者は、特別の理由により発注者がやむを得ないと認め

る場合を除き、原則として変更できないものとする。 

（３）契約内容等 

本業務の委託契約は、沖縄市契約規則及び沖縄市業務委託契約約款によるものとする。

また、受託者は、一括して本業務を第三者に再委託することはできない。 

（４）失格による契約の解除 
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本業務委託の契約後に、契約者が本要領 9 に定める失格条項に該当していたことが明ら

かとなった場合には、契約の解除を行うことがある。 

 

 

 

９. 参加者の失格 

参加者が下記のいずれかに該当した場合には、その者の提出した参加表明書及び企画提案書

を無効とし、提出者は本プロポーザルへの参加資格を失う。 

① 企画提案書が提出期限までに提出されない場合 

② 提出書類に虚偽の記載があった場合 

③ 本要領 4に定める参加資格を満たしていない又は満たすことができなくなった場合 

④ その他本要領の定めに反した場合 

⑤ 本件に関して不正な行為、公正さを欠く行為等があった場合 
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１０. その他 

（１）本プロポーザルの実施スケジュール 

実施内容 実施期間 

参加表明書受付期間 令和 8年 3月 5日（木）～令和 8年 3月 16日（月） 

質問受付 令和 8年 3月 5日（木）～令和 8年 3月 16日（月） 

企画提案書の受付期間 令和 8年 3月 5日（木）～令和 8年 3月 31日（火） 

プレゼンテーション 令和 8年 4月中旬（予定） 

審査結果の通知 令和 8年 4月中旬（予定） 

契約締結 令和 8年 4月下旬（予定） 

 

（２）本件に係る費用負担 

企画提案書等の作成、提出及びプレゼンテーション参加等に要する費用は、その一切を

参加者の負担とする。 

（３）書類提出に当たっての留意事項 

① 提出書類について、持参以外の方法による場合の不達及び遅配を原因とする提出者

の不利益が生じても、本市はこの責を負わない。提出者においては、配達記録郵便

の利用又は電子メールの受信確認を行うなどの対策を講じること。 

② 提出された参加表明書及び企画提案書は、提出期限までは自由に改変ができるもの

とする。ただし、改変しようとする場合には、提出された書類を一旦持ち帰り、改

めて改変された書類を提出すること。 

③ 提出期限を過ぎた後は、参加表明書及び企画提案書の改変はできないものとする。 

（４）使用言語及び通貨 

本プロポーザルにおいて使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とする。 

（５）無効となる参加表明書又は企画提案書 

提出された参加表明書又は企画提案書が、以下のいずれかに該当する場合には、これを

無効とする。 

① 提出方法、提出先、提出期限等が本要領その他の定めに適合しないもの 

② 作成様式及び記載上の留意事項に示された内容に適合しないもの 

③ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの 

④ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの 

⑤ 許容された表現方法以外の表現が用いられているもの 

⑥ 虚偽の内容が記載されているもの 

（６）措置事項 

参加表明書、企画提案書その他の提出書類に虚偽の内容を記載した場合には、その行為

を行った者に対し、指名停止等の措置を行うことがある。 

（７）企画提案書等の取扱い 

① 提出された参加表明書及び企画提案書は、返却しない。 
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② 提出された参加表明書及び企画提案書の著作権は提出者に帰属するものとし、提出

者に無断で利用することはない。ただし、本市は、本プロポーザル手続及びこれに

係る事務処理に必要な範囲において、企画提案書等の複製、記録及び保存を行う。 

③ 特定された企画提案書のうち業務の実施方針等及びテーマ別企画提案については、

本プロポーザルにおける審査、評価及び特定結果についての説明責任を果たすべき

趣旨から、その内容を公開する場合がある。 

 


